
財務諸表に対する注記 

 

１．継続事業の前提に関する注記 

 継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。 

 

２．重要な会計方針 

（１） 固定資産の減価償却の方法 

固定資産の減価償却は、定額法によっている。 

 

３．会計方針 

 「公益法人会計基準」（平成 20年 4月 11日、平成 21年 10月 16日一部改正 内閣府公益認定

等委員会）を適用している。 

 

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は次のとおりである。 

（単位：円） 

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産 

 定期貯金 

 

50,000,000 

 

0 

 

0 

 

50,000,000 

小 計 50,000,000 0 0 50,000,000 

特定資産 

 特定資産購入積立預金 

 

1,860,687 

 

315,703 

 

1,476,390 

 

700,000 

小 計 1,860,687 315,703 1,476,390 700,000 

合 計 51,860,687 315,703 1,476,390 50,700,000 

 

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

 基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科 目 当期末残高 

（うち指定正味

財産からの充当

額） 

（うち一般正味

財産からの充当

額） 

（うち負債に対

する額） 

基本財産 

定期貯金 

 

50,000,000 

 

― 

 

（50,000,000） 

 

― 

小 計 50,000,000 ― （50,000,000） ― 

特定資産 

 特定資産購入積立預金 

 

700,000 

 

― 

  

（700,000） 

 

― 

小 計 700,000 ― （700,000） ― 

合 計 50,700,000 ― （50,700,000） ― 

     

 



６．担保に供している資産 

 該当なし 

 

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

車両運搬具 

農業機械（公社所有） 

リサイクル預託金 

2,573,640 

855,200 

7,510 

1,343,314 

855,198 

0 

1,230,326 

2 

7,510 

合 計 3,436,350 2,198,512 1,237,838 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



付属明細書 

 

１．基本財産及び特定資産の明細 

 財務諸表に対する注記４で記載しているので省略する。 

 

２．引当金の明細 

 該当なし。 

 


